
中央区私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付要綱 

 

平成２１年７月１５日 

２１中総総第１９９号 

 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、私立の特定子ども・子育て支援施設等のうち幼稚園（以下「私立幼稚園」 

 という。）に在籍する小学校就学前子どもの保護者（以下「施設等利用給付認定保護者」とい 

 う。）、私立の特定教育・保育施設に在籍する小学校就学前子どもの保護者（以下「教育・保 

 育給付認定保護者」という。）又は幼稚園類似の幼児施設に在籍する幼児の保護者に対して、 

 予算の範囲内で中央区私立幼稚園等園児保護者負担軽減補助金（以下「補助金」という。）を 

 交付することにより、その経済的負担を軽減し、もって幼稚園教育の振興と充実を図ること 

 を目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 私立の特定子ども・子育て支援施設等 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６

５号。以下「支援法」という。）第７条第１０項に定める施設のうち国及び地方公共団体

以外の者が設置する施設をいう。 

（２） 幼稚園 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に定める幼稚園（同法第７６条第２

項に規定する特別支援学校の幼稚部を含む。）をいう。 

（３） 小学校就学前子ども 支援法第３０条の４第１項第１号から第３号までに掲げる小校 

   就学前子どもとして支援法第３０条の５に規定する認定を受けた幼児又は支援法第１９ 

   条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもとして支援法第２０条第４項に規定する支

給認定を受けた幼児（以下「教育・保育給付１号認定子ども」という。）をいう。ただし、

支援法第２８条第１項の規定により特例施設型給付費を支給される場合で、教育・保育

給付１号認定子どもに適用される利用者負担額が適用されるときは、これらのものも含

めることができる。 

（４） 保護者 園児と同一の世帯に属し、園児が在籍する私立幼稚園、私立の特定教育・保

育施設又は幼稚園類似の幼児施設に保育料、特定負担額又は預かり保育料を納入する義

務を負っている者（父母と同一の世帯に属していない園児等を監護している者を含む。）

をいう。ただし、児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について（平成１

１年４月３０日付厚生省発児第８６号厚生事務次官通知）における幼稚園費の支弁の対

象となる者は除くものとする。 



（５） 私立の特定教育・保育施設 支援法第２７条第１項の規定により確認された施設のう

ち、国及び地方公共団体以外の者が設置する施設をいう。 

（６） 幼稚園類似の幼児施設 私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業費補助金交付要綱（昭   

和５８年７月１２日５８総学一第１３８号）別表第１の基準に従い、東京都知事が認定

する施設をいう。 

（７） 利用者負担額 支援法第２７条第３項第２号又は第２８条第２項各号に掲げる額をい

う。 

（８） 園児 毎年４月１日以降、中央区（以下「区」という。）の区域内に住所を有し、私立

幼稚園、私立の特定教育・保育施設又は幼稚園類似の幼児施設に在籍する０歳児から５

歳児までをいう。ただし、学校教育法第１８条の規定により、就学させる義務を猶予し、

又は免除された保護者の子が私立幼稚園、私立の特定教育・保育施設又は幼稚園類似の

幼児施設に在籍している場合には、これらを含めることができる。 

（９） 特定負担額 中央区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準等に関

する条例（平成２６年１０月中央区条例第２１号）第１３条第３項の規定により設定し

た額をいう。 

（10） 幼稚園型一時預かり事業 「一時預かり事業の実施について」（平成２７年７月１７日 

付２７文科初第２３８号及び雇児発０７１７第１１号。文部科学省初等中等教育局長及

び厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）別紙「一時預かり事業実施要綱」に基づき、

区長が実施し、又は助成する幼稚園型一時預かり事業をいう。 

（11） 幼稚園型Ⅱ 幼稚園型一時預かり事業のうち、私立幼稚園において、当分の間の措置

として、保育を必要とする０歳児から２歳児までの受け皿として定期的な預かり保育を

実施する事業をいう。 

（12） 第１子 第２子及び第３子等に該当しない園児をいう。 

（13） 第２子 年齢を問わず、保護者と生計を一にする兄、姉等を１人有する園児をいう。 

（14） 第３子等 年齢を問わず、保護者と生計を一にする兄、姉等を２人以上有する園児を   

 いう。 

（15） ひとり親世帯等 子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号。以   

   下「支援法施行規則」という。）第２２条各号に掲げるものが属する世帯をいう。 

（16） 子育てのための施設等利用給付 支援法第３０条の２に規定する給付をいう。 

（補助対象） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号に掲げる者

とする。 



（１） 施設等利用給付認定保護者、教育・保育給付認定保護者又は幼稚園類似の幼児施設に  

   在籍する園児の保護者 

（２） 保護者の労働、疾病その他の事由により家庭において必要な保育を受けることが困難

であって、支援法施行規則第１条の５各号のいずれかに該当することにより保育の必要

性があることを確認した第２子以降の０歳児から２歳児まで及び満３歳児に達する日以

後の最初の３月３１日までにある幼児（以下「満３歳児」という。）の預かり保育料を納

入した保護者 

（補助金額） 

第４条 補助金の額は、次の各号に掲げる交付対象者の区分に応じ、当該各号に定める額とす 

 る。 

（１） 施設等利用給付認定保護者 別表第１に定める額 

（２） 教育・保育給付認定保護者 別表第１に定める額 

（３） 幼稚園類似の幼児施設に在籍する幼児の保護者 別表第２に定める額 

（４） 区長が前条第２号の規定により保育の必要性があることを確認した毎年４月１日以降   

   に満３歳児に達する第２子以降の幼児を有する保護者が納入した預かり保育料 別表第

３区分１に定める額 

（５） 区長が前条第２号の規定により保育の必要性があることを確認した幼稚園型一時預か 

   り事業の幼稚園型Ⅱを実施する幼稚園又は私立の特定教育・保育施設に受け入れられて

いる０歳児から２歳児まで（３歳の誕生日を迎えた年度末までの間にある幼児を含む。）

の第２子以降の幼児を有する保護者が納入した預かり保育料 別表３区分２に定める額  

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる算出方法により得た額が該当する別表に定める補助 

 単価（月額）に満たないときは、当該額とする。 

（１） 施設等利用給付認定保護者にあっては、月額の保育料及び入園料を在籍月数で除した

額（その額に 10円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）から子育てのた

めの施設等利用給付又は他の地方公共団体が実施する同種の補助事業により交付された

金額を減じて得た額（別表第１の１の項若しくは２の項に掲げる世帯又は３の項から５

の項までに掲げる世帯のうち第３子等に該当する世帯にあっては、当該額にその他の納

付金を在籍月数で除した金額を加算した額） 

（２） 教育・保育給付認定保護者にあっては、特定負担額及び入園料の合計額を在籍月数で  

   除した額（その額に 10円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）から他の

地方公共団体が実施する同種の補助事業により交付された金額を減じて得た額 



（３） 幼稚園類似の幼児施設に在籍する幼児の保護者にあっては、月額の保育料及び入園料

（別表第２の１の項又は２の項に掲げる世帯若しくは３の項から５の項までに掲げる世

帯のうち第３子等に該当する世帯にあっては、その他の納付金も補助対象経費に含む。）

を在籍月数で除した額（その額に 10円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

額）から他の地方公共団体が実施する同種の補助事業により交付された金額を減じて得

た額 

（４） 預かり保育を利用する満３歳児の保護者にあっては、別表第３の区分１に定める園児

一人当たりの補助単価として算定した額とする。ただし、保護者が納入した預かり保育

料の合計額の月額が補助単価に満たないときは、当該預かり保育料の合計額の月額を限

度として適用する。 

（５） 幼稚園型Ⅱを利用する０歳児から２歳児までの保護者にあっては、別表第３の区分２

に定める園児一人当たりの補助単価とする。ただし、保護者が納入した預かり保育料の

合計額の月額が、補助単価に満たないときは、当該預かり保育料の合計額の月額を限度

として適用する。 

３ 前２項の規定にかかわらず、月途中の入退園又は転出入が生じた場合、第１項第１号及び 

 第３号に掲げる交付対象者にあっては子育てのための施設等利用給付における算出方法を準 

 用するものとし、同項第２号の交付対象者にあっては特定教育・保育等に要する費用の額の 

算定に関する基準等の実施上の留意事項について（平成２８年８月２３日付け府子本第５７ 

１号、２８文科初第７２７号、雇児発０８２３第１号内閣府子ども・子育て本部統括官文部 

科学省初等中等教育局長及び厚生労働省雇用均等・児童家庭局長連名通知）における算出方 

法を準用するものとする。 

 （補助金の交付の申請及び制限） 

第５条 補助金の交付を受けようとする交付対象者は、区の住民基本台帳等に記載されていた

期間に応じ補助金の交付の申請を行うことができる。 

２ 補助金の交付を受けようとする交付対象者は、次に掲げる書類を区長が指定する日までに 

提出しなければならない。 

（１） 別記第１号様式による補助金交付申請書 

（２） 別記第２号様式による在園証明書 

（３） 区市町村民税の課税（非課税）証明書の写し 

（４） 区市町村民税の納税通知書の写し 

（５）  勤務証明書、診断書、り災証明書その他の保育の必要性があることを証明する書類（第 

   ３条第２号の規定に該当する場合に限る。） 



３ 区長は、交付対象者の所得に関する情報を公募等で確認することができるときは、前項第 

３号又は第４号に掲げる書類の添付を省略させることができる。 

４ 前項の規定にかかわらず、区長がやむを得ないと認めるときは、区長が指定する日以後に 

 申請書を提出することができる。この場合において、申請月は、区長が指定する日の属する 

 年度の４月分からとする。 

５ 第２項に規定する課税証明書等の提出をする場合において、生活保護法（昭和２５年法律 

 第１４４号）の規定による保護を受けている世帯にあっては中央区福祉に関する事務所設置 

 条例（昭和４０年３月中央区条例第９号）に基づき設置する中央区福祉事務所の長の証明書、 

 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自 

 立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による支援給付を受けている世帯に 

 あっては区長の証明書の添付によってこれに代えることができる。 

６ 次の各号に掲げる控除を受けている者の別表第１及び別表第２の区市町村民税の所得割課 

 税額は、当該各号に掲げる控除の適用を受ける前の額とする。 

（１） 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３１４条の７及び同法附則第５条の５第２ 

   項に規定する寄附金控除 

（２） 地方税法第３１４条の８に規定する外国税額控除 

（３） 地方税法第３１４条の９に規定する配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除 

（４） 地方税法附則第５条第３項に規定する配当控除 

（５） 地方税法附則第５条の４第６項、第５条の４の２第６項及び第４５条に規定する住宅 

   借入金等特別税額控除 

７ 交付対象者は、他の地方公共団体が行うこの要綱に規定する補助金と同種の補助金と重複 

 して、この補助金の交付を受けてはならない。 

（補助金の交付の決定） 

第６条 区長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請をした交付対象者が保護者で

あることを確認の上（保護者が申請に関する事務を第８条第２項の代理人に委託している場

合は、委任者全てについて行うものとする。）、前条第２項の補助金交付申請書及び関係書類

を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに補助金の交付の決定をするも

のとする。 

２ 区長は、補助金の交付の決定をしたときは、別記第３号様式による補助金交付決定通知書 

 により交付対象者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び金額） 



第７条 前条第２項の補助金交付決定通知書を受けた交付対象者（以下「交付決定者」という。）

は、区長に別記第４号様式による請求書を提出し、補助金の交付を受けるものとする。 

（代理人） 

第８条 補助金の交付を受けようとする交付対象者は、第５条第１項に規定する申請及び前条

に規定する請求に関する事務の全部又は一部を委任することができる。 

２ 前項の規定による委任を受けた者（以下「代理人」という。）に係る事務については、第５ 

 条第１項、第６条第２項及び前条の規定を準用する。この場合において、第５条第２項本文 

 中「交付対象者」とあるのは「代理人」と、同項中「別記第１号様式」とあるのは「別記第 

１号の２様式」と、第６条第２項中「別記第３号様式」とあるのは「別記第３号の２様式」 

と、「交付対象者」とあるのは「代理人」と、前条中「交付対象者（以下「交付決定者」と 

いう。）」とあるのは「代理人」と、「別記第４号様式」とあるのは「別記第４号の２様式」 

とそれぞれ読み替えるものとする。 

３ 代理人は、補助金の交付を申請するときは、区長に交付対象者の別記第５号様式による委 

 任状を提出しなければならない。 

（補助金の配分） 

第９条 補助金の交付を受けた代理人は、速やかにこれを交付決定者に配分し、配分後遅滞な 

 く別記第６号様式による実績報告書を区長に提出しなければならない。 

２ 代理人は、前項に規定する配分において配分不能の額があるときは、別記第７号様式によ 

 る返戻明細書を添えて当該配分不能額の補助金を区長に返還しなければならない。 

（補助金に関する調査） 

第１０条 区長は、補助金に関し必要と認めるときは、補助金の交付を受けた交付決定者又は            

代理人に対し報告を求め、又は実地に調査を行うことができる。 

（決定の取消し） 

第１１条 区長は、交付決定者又は代理人が偽りその他不正の手段により補助金を受けたとき 

 は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すものとする。 

（補助金の返還） 

第１２条 区長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補 

 助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２１年７月１５日から施行し、同年４月１日から適用する。 

２ 平成２３年３月１１日に東北地方太平洋沖地震による被災地（東北地方太平洋沖地震の被

災により災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）の適用を受けた地域をいう。ただし、東



京都の区域内の地域を除く。）の住民であって、区に避難してきた者のうち、平成２３年３

月１１日現在居住していた市町村（以下「避難元市町村」という。）から直ちに住民票を移

すことが困難であるものについての第２条第３号の適用については、当分の間、区長が当該

者の居住の実態に基づき、区内に住所を有するものとみなすことができる。この場合におい

て、避難元市町村に居住していたことの確認は、り災証明書、被災証明書その他運転免許証、

健康保険証等の被災地域に居住していたことを証する書類を確認する等客観的な方法によ

り行うものとする。 

３ 区長は、当分の間、前項の規定により区内に住所を有するものとみなした園児について、

避難元市町村から第５条第４項に規定する証明書を取り寄せることができないとき、又は被

災により家計状況が著しい影響を受けたと認められるときは、給与支払明細書（雇用日から

同条第１項又は第２項に規定する申請の日までの期間の給与支払状況が確認できるものを

いう。）、雇用保険受給資格者証等の写しを徴することにより、家計の実態を把握した上で、

別表第２の世帯の所得区分の認定を行うことができる。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年度１２月２４日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年度１０月２９日から施行し、平成２２年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年度１２月２０日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年度５月１６日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。ただし、第２条第１０号及び１１号の改

正規定は、平成２７年１月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２７年９月１日から施行し、同年４月１日から適用する。 

２ この要綱の施行の際、改正前の中央区私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付要綱

の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分の間、なお、

使用することができる。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２８年８月１日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 



２ この要綱の施行の際、改正前の中央区私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付要綱

の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分の間、なお、

使用することができる。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ 第３条の規定による改正後の中央区私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付要綱第

４条の２及び別表第２の規定は、施行日以後の補助金の交付について適用し、施行日前の補

助金の交付については、なお、従前の例による。 

３ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の中央区私立幼稚園等園児の保護者に対する

補助金交付要綱の規定により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当

分の間、なお、使用することができる。 

附 則 

１ この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の中央区私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付要綱第４条

第１項から第３項まで及び別表第１から別表第３までの規定は、令和元年１０月以後の月分

の保育料、入園料、その他の納付金及び特定負担額の補助について適用する。 

３ この要綱による改正前の中央区私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付要綱の規定

により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分の間、なお、使用す

ることができる。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年９月１日から施行する。 

２ この要綱による改正前の中央区私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付要綱の規定

により作成した様式で、現に残存するものは、所要の修正を加え、当分の間、なお、使用す

ることができる。 

   附 則 

この要綱は、令和６年２月１日から施行し、令和５年１０月１日から適用する。 

 



 

別表第１（第２条・第４条・第５条関係） 

対象世帯の条件 

補助単価（月額） 

第１子 

 

第２子 

 

第３子等 

１ 次のいずれかに該当する世帯 

 ア 生活保護法の規定による保護を

受けている世帯 

 イ 中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律の規定による支援

給付を受けている世帯 

 ウ ２の項のうちひとり親世帯等 

６，２００円 ６，２００円 ６，２００円 

２ 区市町村民税所得割非課税世帯又

は３の項のうちひとり親世帯等 

３，２００円 ６，２００円 ６，２００円 

３ 当該年度に納付すべき区市町村民

税の所得割課税額（世帯構成員中２

人以上に所得がある場合は、所得割

課税額を合算する。以下同じ。）が７

７，１００円以下の世帯（２の項に

掲げる世帯を除く。） 

１，８００円 １，８００円 ６，２００円 

４ 当該年度に納付すべき区市町村民

税の所得割課税額が２１１，２００

円以下の世帯（２の項及び３の項に

掲げる世帯を除く。） 

１，８００円 １，８００円 ５，６００円 

５ 当該年度に納付すべき区市町村民

税の所得割課税額が２５６，３００

円以下の世帯（２の項から４の項ま

でに掲げる世帯を除く。） 

１，８００円 １，８００円 ５，０００円 

６ １から５までに掲げる世帯以外の

世帯 
１，８００円 １，８００円 １，８００円 

 備考 

１ 本表において生活保護法の規定による保護を受けている世帯とは、生活扶助、教育扶助、住

宅扶助、医療扶助、出産扶助、生業扶助若しくは葬祭扶助の併給世帯又は単給世帯とする。 

２ 本表において中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律の規定による支援給付を受けている世帯とは、生活支援

給付、住宅支援給付、医療支援給付、介護支援給付、出産支援給付、生業支援給付若しくは葬

祭支援給付の併給世帯又は単給世帯とする。 



 

別表第２（第２条・第４条・第５条関係） 

対象世帯の条件 

補助単価（月額） 

第１子 

 

第２子 

 

第３子等 

１ 次のいずれかに該当する世帯 

 ア 生活保護法の規定による保護を

受けている世帯 

 イ 中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支

援に関する法律の規定による支援

給付を受けている世帯 

 ウ ２の項のうちひとり親世帯等 

３１，９００円 ３１，９００円 ３１，９００円 

２ 区市町村民税所得割非課税世帯又

は３の項のうちひとり親世帯等 
２８，９００円 ３１，９００円 ３１，９００円 

３ 当該年度に納付すべき区市町村民

税の所得割課税額（世帯構成員中２

人以上に所得がある場合は、所得割

課税額を合算する。以下同じ。）が７

７，１００円以下の世帯（２の項に

掲げる世帯を除く。） 

２７，５００円 ２７，５００円 ３１，９００円 

４ 当該年度に納付すべき区市町村民

税の所得割課税額が２１１，２００

円以下の世帯（２の項及び３の項に

掲げる世帯を除く。） 

２７，５００円 ２７，５００円 ３１，３００円 

５ 当該年度に納付すべき区市町村民

税の所得割課税額が２５６，３００

円以下の世帯（２の項から４の項ま

でに掲げる世帯を除く。） 

２７，５００円 ２７，５００円 ３０，７００円 

６ １から５までに掲げる世帯以外の

世帯 
２７，５００円 ２７，５００円 ２７，５００円 

 備考 

１ 本表において生活保護法の規定による保護を受けている世帯とは、生活扶助、教育扶助、住

宅扶助、医療扶助、出産扶助、生業扶助若しくは葬祭扶助の併給世帯又は単給世帯とする。 

２ 本表において中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び

特定配偶者の自立の支援に関する法律の規定による支援給付を受けている世帯とは、生活支援

給付、住宅支援給付、医療支援給付、介護支援給付、出産支援給付、生業支援給付若しくは葬

祭支援給付の併給世帯又は単給世帯とする。 

 



 

 

別表第３（第４条関係） 

 

 

区分 

 

 

預かり保育料 

預かり保育事業の利用料 
幼稚園型一時預かり事業

利用料 

 

 

 

１ 

 

 

毎年４月１日以降に

満３歳に達する第２

子以降の幼児（注１）

（注２） 

 

 

補助単価（月額） 

１６,３００円 

補助単価（日額） 

４５０円 
預かり保育事業が十分で

ない場合等は、幼稚園型一

時預かり事業利用料を預

かり保育料の「補助単価

（月額）」を上限として加

算可能 

「補助単価（日額）」×「預かり保育の

利用日数」又は「補助単価（月額）」を

比較して小さい金額 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

幼稚園型一時預かり

事業の幼稚園型Ⅱを

実施する私立幼稚園

に受け入れられてい

る０歳児から２歳児

まで（３歳の誕生日

を迎えた年度末まで

の間にある者を含

む。）の第２子以降の

幼児（注１）（注２） 

 

－ 
補助単価（月額） 

４２,０００円 

 

 （注１）区長が保育の必要性があると確認した幼児に限る。 

（注２）第２子以降とは、年齢を問わず、保護者と生計を一にする兄、姉等を有する幼児に限る。 

 

 

 

 

 



別紙
第１号様式（第５条関係）
　

均等割額

（公立・私立　　           　   園・学校）

（公立・私立　　           　   園・学校）

（公立・私立　　           　   園・学校）

（公立・私立　　           　   園・学校）

（公立・私立　　           　   園・学校）

　　　　　年度中央区私立幼稚園等園児保護者負担軽減補助金として、下記のとおり申請します。

　なお、私及び世帯員は、この申請の審査のため、所得に関する情報を公簿等で確認することに同意します。

　　　　　　　　　　　年　　月　　日　　

金　　　　　　　　　　　　円

（注）　申請者及び世帯員の氏名は、自署してください。ただし、世帯員のうち未成年者
　　　成年被後見人等にあっては、本人に代わって法定代理人が署名することができます。

【口座振替登録依頼欄】
　中央区私立幼稚園等園児保護者負担軽減補助金は、次の口座に振り込んでください。

　※この振込口座の情報を区からの全ての振込みに使用することに　　　□　同意する。　　　□　同意しない。

中央区私立幼稚園等園児保護者負担軽減補助金交付申請書　兼　口座振替登録依頼書

在
園
幼
児

ふりがな

氏名
申
請
者

住所　生年月日　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　    　歳児学級

幼稚園又は
施　設　名

電話番号（自宅・職場）

連絡先

幼
児
の
属
す
る
世
帯
状
況

ふりがな

氏　名 生年月日
※区使用欄
　　　　 区市町村民税課税額

補助
区分

（在園・在学状況） 所得割額

記

口座番号
信用金庫 支　　店

１普通　　　２当座
農　　協 支　　所

金融機関コード 支店コード

補助金申請額

　＿月分（　　　　年　　月から　　　　年　　月まで）

（フリガナ）

振込先
金融機関

銀　　行 本　　店 口座種別（該当番号に○）

口座名義人

（申請者と同一に限る）

ふりがな

氏名
(本人が自署してください。）

続柄

信用組合 出 張 所

１
・
２
・
３
・
４
・
５
・
６



第１号の２様式（第８条関係） 

 

 

                                                                  年  月  日 

 

 

 

 

 （宛先） 中 央 区 長 

 

 

                  保護者           外    名代理人 

 

                  氏名                 

 

                  住所                        

 

                  幼稚園名 

                   又は施設名 

 

 

 

 

               中央区私立幼稚園等園児保護者補助金交付申請書 

 

     年度中央区私立幼稚園等園児保護者補助金として、下記のとおり交付を申請いた 

します。 

                                          

          

 

 

                                         記 

 

 

   １ 補助金交付申請額        金                      円 

 

         ただし、保護者               外    名分（別紙のとおり） 

 
 

    別紙の園児は、表示のとおり、当園に在籍し、保育料を納入したことを証 

 明します。 

 

    保護者            外      名 

 

       年  月  日 

 

      幼稚園名 

 

      園 長 名                                            

 

 

 



（ 別 紙 ）  

 

 

                           補 助 金 交 付 申 請 明 細 書 

 

私及び世帯員は、この申請の審査のため、所得に関する情報を公簿等で確認することに同意

します。 
 

 在 

 

 園 

 

 幼 

 

 児 

 ふりがな 

 氏名 

 保 

 

 護 

 

 者 

 ふりがな 

 氏名 

  住 

  所  生年月日 

           年   月   日 

 ＜   年  月  日現在 満  歳＞  連絡先電話番号                 （ 自宅・職場） 

 幼 

 

 児 

 

 の 

 

 属 

 

 す 

 

 る 

 

 世 

 

 帯 

 

 状 

 

 況 

 

    氏 名 

   生 年 月 日 

     （年齢） 続 柄 

     区市町村民税課税額 

  均等割額    所得割額 

     

     

     

     

     

     

                      合  計   

  入 園 月 日   保育料（月額） 

        a 

 収入 

 月ｂ 

    収入額 

    a × b  

     申請額 

 補助区分（  ） 

 

     年  月  日 

    

 

（注）１ 保護者及び世帯員の氏名は、本人が自署してください。ただし、世帯員のうち未成年者、成年被後見人等

にあっては、本人に代わって法定代理人が署名することができます。 

２ 二重線内は記入しないでください。 

 

 



第２号様式（第５条関係） 

 

 

 

 

                           園 児 在 園 証 明 書 

 

 

 

 

   園児及び保護者住所       東京都中央区                     

 

 

 

      園 児 氏 名                                   （    歳児学級） 

 

 

       

園 児 生 年 月 日                              

 

 

 

 

    上記の者は、当園に在籍（    年  月から    年  月まで）し、  か月 

 

      分の保育料（月額        円）を納付したことを証明します。 

 

 

 

 

 

 

              年  月   日 

 

 

 

 

       

       

                         幼 稚 園 名       

                         又は施設名 

 

 

 

 

                         所 在 地      

 

                       設置者・園長名                              

※設置者・園長名は、自署（法人の場合は代表者の署名又は記名押

印）してください。 

 

 



第３号様式（第６条関係） 

 

                                                               第    号 

 

                                                              年  月  日 

 

 

 

 

 

 

                             様 

 

 

                                              中 央 区 長     印 

 

 

 

 

                  中 央 区 私 立 幼 稚 園 等 園 児 保 護 者 補 助 金 

 

                 交 付 決 定 通 知 書 

 

 

    さきに申請のありました    年度中央区私立幼稚園等園児保護者補助金につきま 

 

 しては次のとおり交付決定しましたので通知いたします。 

 

 

 

 

 

 

                                         記 

 

         １ 交 付 決 定 金 額 

 

                          金            円   

 

 

         ２  幼稚園名又は施設名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号の２様式（第８条関係）   

                                                               第    号 

                                                           

                                                              年  月  日 

 

 

 

  保護者        外   名代理人 

 

                             様 

 

 

                                             中 央 区 長      印 

 

 

 

 

                  中 央 区 私 立 幼 稚 園 等 園 児 保 護 者 補 助 金 

 

                  交 付 決 定 通 知 書 

 

 

    さきに申請のありました    年度中央区私立幼稚園等園児保護者補助金につきまして

 は次のとおり交付決定しましたので通知いたします。 

 

 

 

 

 

                                         記 

 

         １ 交 付 決 定 金 額 

 

                       金            円   

 

           ただし、保護者          外    名分（別紙のとおり） 

 

 

 

 

         ２  幼稚園又は施設名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式（第７条関係） 

 

 

 

 

 

                            請 求 書 

                  

 

 

                        金                               円 

 

 

 

            ただし、    年度中央区私立幼稚園等園児保護者補助金 

 

         上記のとおり請求します。 

 

 

 

 

              年  月  日 

 

 
 

  請 

 求 

 者 

  住 所   

  氏 名                                                      

   園児氏名  

 

 

 

 

 

 （宛先）中 央 区 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第４号の２様式（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            請 求 書 

                  

 

                        金                               円 

 

   ただし、    年度中央区私立幼稚園等園児保護者補助金 

    （保護者    外   名分）として 

 

 

 

         上記のとおり請求します。 

 

 

 

              年  月  日 

 

 

幼稚園名 

 

        

住 所 

 

 

保護者        外   名代理人             

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （宛先）中央区長 

 

 

 

 

 



第５号様式（第８条関係） 

 

委 任 状 

 

 年  月  日 

（宛先）中央区長 

 

＜委任者＞ 

                       住所 

                       氏名                

（※本人が自署してください。） 

 

私は、下記のとおり中央区私立幼稚園等園児の保護者に対する補助金交付要綱に係る事務を

代理人に委任します。 

記 

１ 園児に関する事項 

  氏名 

幼稚園名又は施設名 

 

２ 委任する事務 

 

 

 

３ 代理人（受任者） 

住所 

氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



第６号様式（第９条関係）                               

                                          

                                          

                                          

                                 年  月  日  

                                          

                                          

  （宛先） 中央区長 

                                          

                                          

                                          

              保護者              外   名代理人   

                                          

              氏名                          

                                          

              住所                          

                                          

              幼稚園名                        

              又は施設名                       

                                          

                                           

 

                  中央区私立幼稚園等園児保護者補助金配分実績報告書                  

                                        

 

     年  月  日に交付された、    年度中央区私立幼稚園等園児保護者補助金 

 

については、下記のとおり配分いたしましたので、別紙配分明細書を添えて報告します。 

                                          

                                          

                    記                     

                                           

 

  １ 補助金受領額             金           円 

 

                                          

  ２ 保護者に配分した金額         金           円 

                                          

                （あり）   金           円 

 

 

  ３ 配分不能による返戻額         （別紙返戻明細書のとおり）       

                                          

               （なし）                       

 

 

 

 

 

 



第７号様式（第９条関係）                               

                                          

                                          

                                          

           私立幼稚園等園児保護者補助金返戻明細書            

                                          

                                          

  返戻金    金         円（配分不能者    名）  （内訳）  

   
 

 
 申請書 

 
 
 記載番号 

 配分不能者  
 

 返戻金額 

 
 

 配分不能理由   
 申請時住所 

  
 保護者氏名 

         円  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 

 


